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1_共通の注意事項
(1)こ の請求書は、柔道整復師から施術を受けた場合に提出すること。
(2)事項を選択する場合には、該当する事項を○で囲むこと。
(3)(二 )は、労働者の直接所属する事業場が一括適用の取扱いを受けている場合に、労働者が直接所属する支店、

工事現場等を記載すること。
2.傷病補償年金又は複数事業労働者傷病年金の受給権者が当該傷病に係る療養の費用を請求する場合以外の場合の注意事項
(1)④は、記載する必要がないこと。
(2)(へ)は、災害発生の事実を確認した者 (確認した者が多数あるときは、最初に発見した者)を記載すること。
(3)(へ)及び (卜 )は、第 2回以後の場合には記載する必要がないこと。
(4)第 2回以後の請求が離職後である場合には事業主の証明は受ける必要がないこと。
3_傷病補償年金又は複数事業労働者傷病年金の受給権者が当該傷病に係る療養の費用を請求する場合の注意事項
(1)③、⑥、⑦及び (ホ )から(卜 )ま では記載する必要がないこと。
(2)事業主の証明は受ける必要がないこと。
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複数事業労働者療養給付の請求は、療養補償給付の支給決定がなされた場合、遡って請求されなかったものとみなすこと。
④「その他就業先の有無」欄の記載がない場合又は複数就業していない場合は、複数事業労働者療養給付の請求はないもの
して取り扱うこと。
疾病に係る請求の場合、月蛍・′こ勝疾患、精神障害及びその他二以上の事業の業務を要因とすることが明らかな疾病以外は、
療養補償給付のみで請求されることとなること。
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